
令和８年度予算編成方針

１．国の経済状況と政策

我が国の経済は、米国による一連の関税措置や電気・ガス料金をはじめとした物価高騰

の影響等のリスクに直面する一方で、名目ＧＤＰは６００兆円を超え、賃金も２年連続で

５％を上回る賃上げ率が実現するなど、成長と分配の好循環が動き始めている。

国の令和８年度予算編成における基本的な方針では、「経済財政運営と改革の基本方針

２０２５」（令和７年６月１３日閣議決定）等に基づき、経済・財政一体改革を引き続き推

進し、財政健全化に向けた歳出改革努力を継続しつつ、重要政策課題に必要な予算措置を

講ずること等により、メリハリの効いた予算編成とするとしている。国の政策は、地方財

政へ与える影響が大きいことから、今後も国の動向に注視していく必要がある。

２．地方財政の状況

総務省は、地方団体が、「地方創生２．０」やＤＸ・ＧＸの推進、防災・減災対策の取組

の強化、老朽インフラの適切な管理、地域医療提供体制の確保、物価高を踏まえた公共事

業や施設管理、サービス等における価格転嫁の推進など、活力ある持続可能な地域社会の

実現等に取り組むことができるよう、安定的な税財政基盤を確保するとしている。

また、地方財政については、地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額につ

いて、令和７年度地方財政計画の水準を下回らないよう、実質的に同水準を確保するとし

ている。

しかしながら、令和８年度の地方財政計画が示されていない状況において、今後の地方

を取り巻く環境も不透明であることから、その動向に十分留意しつつ、弾力的な対応を行

う必要がある。

３．市の財政状況

取手市の財政は、引き続き厳しい状況にある。普通会計における財政指標を見ると、経

常収支比率は９４．９％と硬直化が進んでいるうえ、積立金残高比率は３９．０％であり、

県内平均の５５．３％と比較すると著しく低く、予断を許さない状況にある。このような

ことから、自立的、自主的な財政運営を確保するうえで、更なる財務体質の強化が急務で

ある。

令和８年度においても、引き続き各種物価の上昇が見込まれ、増加の一途を辿る社会保

障経費や公共施設の老朽化対策等にも対応を要することから、予算編成は極めて厳しいも

のとなることが想定される。

このような現況を十分認識し、歳出全般について節減合理化措置を積極的に講じること

により徹底した精査を行い、予算編成作業に取り組むこととする。



４．予算編成基本方針

（１）令和８年度予算編成について

令和８年度は、本市の総合計画の基本計画である「とりで未来創造プラン２０２４」の

４年間の計画期間の３年目となることから、これまでに実施した事業も含め、事業の効果

測定を念頭に置きつつ、基本計画に掲げた以下の６つの政策の効果の発現を目指した予算

編成を行うこととする。

また、令和７年度から引き続き、こどもまんなか社会の実現を目指した事業を推進する

とともに、市役所手続きのオンライン化やデジタル化を推進するなど、デジタル技術を活

用した各種施策の充実にも積極的に検討・実施を図っていく。

令和８年度の予算は、以上のことを踏まえつつ、以下の方針により編成する。

①快適で住みやすい都市の実現

本市の持続的な発展のため、魅力的な市街地の形成を進めるとともに、生活の基盤とな

る道路や排水、公園、公共交通網等の計画的な整備・維持管理を進めること。

都市基盤の整備に当たっては、本市への転入希望者の更なる増加を目指したまちづくり

を目指すとともに、市民の日常生活を快適にし幸福を感じられるまちづくりを目指すこと。

快適で住みやすい都市の実現に向け、全庁的な推進・協力体制のもと、取手駅西口や桑

原地区の整備の着実な進捗を図ること。また市街地再開発事業に併せた公共施設等の誘

導・整備を検討し、立地適正化を進めることにより、魅力的で持続可能性の高いまちづく

りを推進すること。

②魅力の創造と発信

本市には、都心への交通アクセスの良さ、花火大会をはじめとしたイベント、日本で唯

一の国立総合芸術大学である東京藝術大学との連携によるアートなど、様々な魅力がある。

これらの魅力を市内外に発信し、本市に興味・愛着を持っていただくきっかけを増やし

ていくとともに、本市の魅力を再発見するための取組の充実に向け創意工夫を図ること。

併せて、転入超過傾向の維持・促進を目指した効果的な移住定住支援や、市内産業の活

性化を目指した創業支援や企業誘致といった取組も進めること。

③未来をつくる世代を育むまちづくり

本市は「こどもまんなか応援サポーター」となることを表明し、全てのこどもや若者、

子育て世代が身体的・精神的・社会的に幸福（ウェルビーイング）な生活を送ることがで

きる社会、「こどもまんなか社会」の実現を目指している。

「こどもまんなか社会」の実現においては、当事者であるこどもや若者の視点を尊重し、

対話を重ねながら、こども政策を展開すること。

また、子育てしやすいまちづくりを目指し、結婚から妊娠、出産、子育てといった、あ

らゆるステージにおいて、切れ目の無い支援を展開すること。

学校教育においては、「取手市教育大綱」で掲げた目標の実現に向け、「取手市教育振興

基本計画」で掲げた重点施策を推進すること。あわせて施策の効果向上に向けた教育環境

の充実にも、注力して取り組むこと。

また、こどもや若者を取り巻く様々な課題に対しては、全庁的な協力をはじめ地域とも



精力的に連携し、解決に努めること。

④健康でいきいきとした社会の実現

一人ひとりが生きがいを持ち、家族や地域の人々が絆で結ばれた、心身ともに健康で豊

かに暮らせる社会を目指し、医療・福祉を安定的に提供するとともに、幅広い年代層の市

民に多様な健康づくりの機会を提供すること。

また、生涯学習の機会の提供や、産学官民との協働・連携により、地域コミュニティの

活性化を図るための取組を進めること。

⑤大切な日常が守られる環境整備

市民の日常生活を安全・安心なものとするため、防災と防犯が行き届いたまちを目指し、

防災面では、排水施設等、自然災害による被害の未然防止、軽減を目的とした施設の整備

や、消防・救急体制の強化を進めるとともに、消防団や自主防災組織を充実させ、地域防

災力の強化を進めること。

また、市民に向けた防災情報の充実を図り、市の防災情報伝達手段の周知活動にも引き

続き取り組むこと。

防犯面では、市民協働のもと、防犯活動に取り組むこと。

さらに、異常気象や環境問題への根本的対策として、「取手市環境基本計画」や「取手市

地球温暖化防止実行計画」に基づいた取組を進めること。

⑥将来にわたり発展する地域社会の構築

持続可能な行政運営を目指し、「取手市公共施設等総合管理計画」や「とりで行政経営改

革プラン」に基づく取組を進めること。特に公共施設の老朽化対策においては、中長期的・

総合的な視点を持ち、前例にとらわれず効率的・効果的な整備・運営管理を図ること。

デジタル技術については、市民の利便性の向上や業務効率化に効果的な技術の導入検

討・実装を引き続き進めるとともに、これら技術を活用した事業の充実についても積極的

に検討・実施を図ること。

また、地域社会の持続可能性を高めるため、多様性を認め合う平和な社会を構築するこ

とを目的に、人権意識の向上を図る取組を進めること。

各種施策の着実な推進のため、人材の確保と育成に努めること。

本市を取り巻く状況は、人口減少や少子高齢化の進展等を背景とした自主財源の伸び悩

みや社会保障経費の増加により、大変厳しいものとなっている。

令和８年度予算編成においては、こうした状況を職員一人ひとりが踏まえたうえで、最

大限の考査と創意工夫のもと、予算要求が行われることを期待する。



（２）経費区分の方針

令和８年度予算の編成に当たっては、令和３年度から導入した枠配分予算制度の経費区

分を踏襲し、「政策経費」「枠外経費」「枠内経費」の３つの区分について、それぞれ以下の

方針で予算を編成するものとする。

①政策経費

政策経費は、各部から要求された事業に対して全庁的な優先順位付けを行い、実施事業

を決定する。また、実施事業決定後も、事業の目的、効果、財源措置などを改めて検証し、

事業費等について精査を行うものとする。

②枠外経費

扶助費、公債費、人件費などの義務的経費をはじめ、市に裁量権のない経費等について

は、既に区分調査を行い、各課からの回答結果に基づき枠外経費として区分したのち、所

要額調査を行っている。これらの枠外経費については、国の動向や最新の執行状況などに

基づき、所要額について更に積算を精査したうえで要求するものとする。

③枠内経費

枠内経費として区分したものについては、一般財源等の歳入見込額から①の政策経費分、

②の枠外経費分を確保したのち、令和７年度予算における一般財源等配分額に応じて各部

へ配分することとする。各部においては、部内調整を十分に行い、所管する事務事業の精

査及びスクラップ＆ビルドに積極的に取り組むことにより、配分された一般財源等の範囲

で費用対効果の最大化を図ったうえで要求するものとする。

各事務事業からの一律削減といった短絡的な積算とすることなく、枠内の各事業や経費

のうち、真に必要かつ他に優先するものに予算を重点的に配分し、予算執行段階での不都

合が生じないよう十分に留意すること。

以上、予算編成方針を示したが、国の予算編成や地方財政計画の動向、さらには物価高

騰の影響などの不確定要素も踏まえ、予算編成過程で弾力的な見直しを行うこととする。

当市の置かれた厳しい財政状況に対して最大限の危機感を持つとともに、職員一人ひと

りが予算編成の主体となり、少ない経費で市民満足度が高い行政サービスが提供できるよ

う、組織の英知を結集した特段の取組を期待する。

令和７年１０月２１日

取手市長 中 村 修


